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平成２２年阪南市議会第１回定例会の開会にあたりまして、平成

２２年度各会計別予算案をはじめとした関係諸議案のご審議をお願

いするに際し、市政運営の基本方針と主要施策ならびに予算の大綱

について申し述べ、議員各位ならびに市民の皆さんのご理解とご協

力をお願い申し上げます。 

 

近年の景気後退により、雇用情勢や賃金水準の悪化等、国民生活

は非常に厳しい状況にあり、国におきまして、様々な対策が講じら

れるものの、未だ景気回復への出口が見えず、さらなる悪化も懸念

されております。 

また、地方分権改革が強く推進され、国におきましては、「地域主

権」を掲げ、地方へ権限や財源を大胆に移譲し、国と地方の関係を

抜本的に転換するとされております。 

大阪府におきましても、今後の地域主権推進一括法案成立による

法定事務移譲に先駆け、自らが地方分権改革を推進していくとの趣

旨から、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」が示され、府内全市町

村に特例市並みの権限移譲をめざすとされております。 

このように、市町村において、より一層の自己決定・自己責任の

もと、自立した自治体運営が求められるなか、本市におきましては、

昨年度、阪南市自治基本条例を制定して自治の仕組みを定め、市民

の皆さん、議会および行政が信頼を深め、市民参画・協働によるま

ちづくりを進めていくことを宣言するとともに、財政面におきまし

ても、これまで、市民の皆さんのご理解とご協力のもと、「地方公共

団体の財政の健全化に関する法律」に規定する早期健全化団体に指
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定されることの無いよう、さらなる歳入の確保と、より徹底した歳

出の効率化など、集中と選択を基本として財政健全化に努め、自立

した阪南市の実現に向けて取り組んでいるところであります。 

平成２２年度の市政運営ならびに予算編成にあたりましては、将

来の都市像であります、「うみ・やまを愛し、幸せをささえあう、安

心とうるおいのあるまち 阪南」の実現に向け、安心・安全のまち

づくりを主眼に、より一層の市民参画・協働を推進し、自立した自

治体運営を行い、市民の皆さんの生命・生活を守るとともに、活力

ある地域社会の形成に努め、市民の皆さんが阪南市に住んでよかっ

たと思えるよう、不退転の決意をもって取り組んでまいります。 

 

 



 

 - 3 - 

次に、平成２２年度の施策の概要につきまして、総合計画に掲げ

る６つの施策体系に基づき申し上げます。 

 

最初に、「安心・安全のまち やすらぎのある住環境を支える社会

システムの形成」についてでありますが、少子高齢社会を迎え、ま

た、国の多岐にわたる制度改正により、保健・医療・福祉施策が大

きな転換期を迎えるなか、セーフティネット機能を市民の皆さんと

の協働のもと強化し、誰もが生涯を通じて健康に、安心して暮らせ

る、充実した環境づくりを進めるとともに、災害に強い安心・安全

な都市環境の形成に取り組んでまいります。 

まず、地域福祉の推進につきましては、地域で安心・安全に暮ら

しあえるまちづくりを推進するため「地域福祉推進計画」に基づき、

今後さらに、ひとり暮らし高齢者や障がいのある方等、援護を必要

とする方々への支援活動を強化してまいります。 

また、「地域福祉基金助成事業」等を活用し、団塊の世代をはじめ

とする市民の皆さんが、いきいきと地域活動に参画して「まちづく

り」を進めていけるよう、推進してまいります。 

次に、健康の保持・増進および疾病予防につきましては、健康寿

命の延伸等を図ることを目的として策定いたしました「健康はんな

ん２１」に基づき、関係機関と協働し、市民の皆さんが健康づくり

に主体的に取り組むことができる環境づくりに取り組み、その一環

として、市民の皆さんとともに創作いたしました「はんなん体操」

の普及・啓発に努めてまいります。 

次に、健康増進事業につきましては、子宮がん検診の受診機会の
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拡大を図るため、「子宮がん検診事業」として、７２０万７千円を計

上し、集団検診回数および個別検診期間を拡大してまいります。 

なお、昨年度の国の経済危機対策としての、子宮頸がん・乳がん

検診費用の無料化につきましては、本年度も引き続き、「女性特有の

がん検診推進事業」として、９８９万２千円を計上し、がんの早期

発見および健康意識の啓発に取り組んでまいります。 

また、現在の厳しい経済情勢のなか、大変苦しい状況に至った方

に対するセーフティネットとして、地域における自殺対策を強化す

るため、「地域自殺対策緊急強化事業」として、１４万２千円を計上

しております。 

次に、母子保健事業につきましては、子どもたちが健やかに生ま

れ育つよう、個々の親子を支援する地域社会の環境づくりを進め、

保健事業の推進と子どもの虐待予防の観点から、保健師による家庭

訪問や関係機関との連携等を通じて、乳幼児の育児状況を全数把握

することにより、育児支援および虐待の早期発見に取り組んでまい

ります。 

次に、予防接種事業につきましては、疾病の流行の防止に極めて

大きな役割を果たすものであり、接種率の向上は不可欠であります。 

そのため、各種乳幼児健診や健康相談、家庭訪問等、あらゆる機

会を捉え接種勧奨を行うとともに、未接種者への未接種通知の送付

等、接種率の向上に努めてまいります。 

次に、医療体制について申し上げます。 

病院事業につきましては、内科診療の再開をはじめとして、外科

的手術の再開など、診療機能の回復に取り組んでおり、今後も、さ
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らなる医師の招へいに努めるとともに、地域医療機関との連携に努

め、病院経営の安定化に取り組んでまいります。 

また、国の経済危機対策の一環としての地域医療再生計画につき

ましては、大阪府主導のもと、市立貝塚病院および市立泉佐野病院

とも連携し、医療機能の強化を図るなど、地域医療水準の向上に取

り組んでまいります。 

次に、児童福祉施策について申し上げます。 

まず、国により、中学校修了までの児童を対象に「子ども手当」

が創設されることを踏まえ、子育て世帯の経済的支援に向け、支給

事務を円滑に進めてまいります。 

保育所につきましては、今後さらに、私立保育園と連携を図りな

がら、待機児童の解消を図り、保育や子育て支援の拡充に努めると

ともに、安心して子どもを産み育てることができるよう、「阪南市次

世代育成支援対策地域行動計画・後期計画」により総合的、計画的

に施策を推進してまいります。 

また、子育て支援センターにつきましては、子育て支援の拠点と

して機能するよう、関係機関および地域の子育て支援団体と連携の

とれた子育て支援のさらなる推進に取り組んでまいります。 

次に、留守家庭児童会についてでありますが、上荘小学校留守家

庭児童会につきましては、子どもの安全と利便性を確保するため、

「上荘小学校留守家庭児童会整備事業」として、２，７５０万円を

計上し、現在のたんぽぽ園内から上荘小学校敷地内に新設移転して

まいります。 

また、全小学校区で実施しております留守家庭児童会につきまし
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ては、本年度から新たに、小学校４年生から６年生の障がいのある

児童を受け入れるため、「留守家庭児童会高学年障がい児受入支援事

業」として、６５７万８千円を計上しております。 

近年、社会問題となっております、児童虐待につきましては、関

係団体等で構成しております、「阪南市児童虐待防止ネットワーク」

を中心に、関係団体をはじめ、広く市民の皆さんの協力を得るとと

もに、大阪府岸和田子ども家庭センターと連携を図り、児童虐待の

防止に取り組んでまいります。 

母子・寡婦福祉施策につきましては、生活一般にかかる相談体制

として、引き続き、自立支援員の常設配置など、「母子・父子福祉対

策事業」として、２６４万９千円を計上しております。 

次に、高齢者福祉施策について申し上げます。 

介護保険事業につきましては、「高齢者が尊厳を保持しつつ自分ら

しい主体的な暮らしを実現できる地域づくり」を基本テーマとした

「第四期阪南市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」に基づ

き、地域包括支援センターを核として、高齢者およびその家族の支

援に努めるとともに、住民センター・公民館・老人福祉センターな

ど、身近な施設を活用した高齢者の健康づくり・介護予防事業の推

進により、高齢者の要介護状態を未然に防止する施策に取り組んで

まいります。 

また、高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも暮らし続けるため、

地域密着型介護老人福祉施設の整備など、介護サービスの充実を図

るとともに、介護給付の適正化に努め、介護保険事業の円滑な運営

に努めてまいります。 
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次に、障がい者福祉施策につきましては、ノーマライゼーション

の理念に基づき、「第２次阪南市障がい者基本計画」および「第２期

阪南市障がい福祉計画」のもと、今後も市民の皆さんが安心して、

ゆとりとうるおいのある生活が送れる社会の実現に向け、引き続き、

取り組んでまいります。 

また、たんぽぽ園につきましては、生活習慣の習得と自立に向け、

指定管理者制度による、より一層、柔軟で多様なサービスの提供を

行ってまいります。 

さらに、脳性麻痺等により紙おむつを受給している身体障がいの

ある方の世帯に対し、本年度から可燃ごみ袋を配布するため、「重度

障害者（児）家庭ごみ袋給付事業」として、８万７千円を計上し、

経済的負担の軽減を図ってまいります。 

次に、低所得者の生活保障につきましては、生活保護の適正実施

を図りつつ、昨年１０月から新しいセーフティネットとして、住宅

確保・就労支援員を配置するなどの「住宅手当緊急特別措置事業」

を実施しており、さらなる自立支援に努めてまいります。 

次に、国民健康保険について申し上げます。 

国民健康保険制度は、誰もが安心して医療を受けることができる

医療制度の根幹を担っております。しかし、急速な高齢化と医療の

高度化に伴い、医療費は増加を続ける一方、景気の低迷や労働人口

減少等の要因により国民所得は伸び悩むなど、費用と負担のバラン

スが崩れてきており、国においては、将来にわたって持続可能な医

療制度の再構築について、議論が始まっております。 

このような状況のなか、本市におきましては、「第二次阪南市国民
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健康保険特別会計経営健全化計画」のもとに、単年度収支均衡をめ

ざして経営健全化に取り組んでおり、さらなる歳入確保に向け、電

話による督促業務を行う収納コールセンターを設置するため、「国民

健康保険収納対策事業」として、２５２万円を計上するとともに、

きめ細かな納付相談および徴収体制の強化に取り組み、保険料収納

率の向上を図ってまいります。 

また、中長期的な医療費増加の抑制を図るため、昨年度に策定い

たしました「阪南市国民健康保険医療費適正化計画」に基づき、特

定健診とがん検診の同時実施等による受診率向上に取り組むなど、

「医療費適正化事業」として、２０８万６千円を計上しております。 

なお、喫緊の課題である累積赤字の解消に向け、市全体の財政状

況を踏まえつつ、一般会計からの法定外繰り入れにかかる繰入金と

して、１，５２１万６千円を計上しております。 

次に、後期高齢者医療制度につきましては、国におきまして、新

たな高齢者医療制度の構築に向けた検討が始まっておりますが、本

市におきましては、引き続き、きめ細かな相談体制と保険料収納率

の向上をめざすとともに、大阪府後期高齢者医療広域連合と緊密な

連携を図り、一層安定した医療が受けられるよう、円滑な事業運営

に努めてまいります。 

次に、消防、防災対策について申し上げます。 

近年、地震や台風による自然災害等によりまして、毎年のように

各地に大きな被害が発生しており、特に、東海地震、東南海・南海

地震等の大規模地震の切迫性が指摘されております。 

このような状況のなか、消防防災・危機管理体制の充実を図ると
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ともに、今後も市民の皆さんと行政が一体となって地域の総合的な

防災力を強化していく必要があることから、「地震防災マップ」の全

戸配布や、防災行政無線の整備などに取り組むとともに、自主防災

組織の設立・育成を推進するため、「自主防災組織育成事業」として、

５９万４千円を計上しております。 

また、住宅・建築物の耐震化を促進するために策定いたしました

「阪南市耐震改修促進計画」に基づき、国や大阪府の補助制度を活

用し、「民間建築物耐震化推進事業」として、これまでの耐震診断に

加え、本年度、耐震改修のための補助制度を創設することとし、併

せて、２１０万円を計上しております。 

さらに、大規模災害に対する備えの強化として、地域の防災活動

拠点である消防団第２分団庫、第４分団庫の建替えに取り組んでま

いります。 

このほか、屈折はしご付消防自動車および高規格救急車の更新費

用の本市負担分、７，７７０万９千円を含む阪南岬消防組合負担金

として、６億５８３万９千円を計上し、広域消防体制による消防・

救急活動の強化に努めてまいります。 

次に、防犯体制の充実につきましては、地域の皆さんと関係機関

とが連携して、防犯街頭キャンペーンや青色防犯パトロールを実施

するなどにより、犯罪を未然に防ぎ、今後とも、市民の皆さんが安

心して暮らせるよう努めてまいります。 

 

次に、２つ目の柱であります、「出会い、躍動するまち 次世代に

引き継ぐ都市基盤の形成」についてでありますが、広域的な道路交
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通体系や地域の生活道路交通体系の構築、自然との調和に配慮した

市街地整備や都市機能の整備を進めるとともに、情報通信基盤整備

や供給処理システムの充実に取り組んでまいります。 

特に、本年度から、｢都市計画に関する基本的な方針｣いわゆる｢都

市計画マスタープラン｣の見直しを進めるため、「都市計画マスター

プラン策定事業」として、５１２万４千円を計上し、本市のまちづ

くりの方向性や都市計画における基本方針について、検討を進めて

まいります。 

都市基盤整備につきましては、第二阪和国道の平成２３年春の淡

輪ランプまでの供用開始に向け、国におきまして事業予算を計上し、

工事の促進が図られておりますが、今後もさらなる事業促進に向け、

取り組んでまいります。 

次に、総合的な交通サービスの充実について申し上げます。 

まず、和泉鳥取駅周辺整備事業につきましては、国の「まちづく

り交付金」を活用し、昨年度に、駅前の回転帯などの整備を行い、

事業が完了したところであり、本年度は、早期にコミュニティーバ

スの駅前への乗り入れを行うことに併せ、コミュニティーバス運行

内容の一部変更を行ってまいります。 

なお、自転車等駐車場の運営につきましては、市内４駅周辺の整

備が完了しましたことから、本年度から指定管理者制度を導入し、

より利便性・効率性の高い運営をめざしてまいります。 

次に、本市の特色である海岸部におきましては、「大阪湾沿岸海岸

保全基本計画」に基づき、平成１８年度からの大阪府による、海岸

防護を基本とした、自然環境の保全や親水空間の形成に配慮した福
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島海岸の整備が完了したところでありますが、今後も、本市海岸部

の保全・整備について、大阪府と協議・調整を行ってまいります。 

次に、開発事業について申し上げます。 

阪南スカイタウンにつきましては、企業誘致の促進と、地域を取

り巻く環境や住宅需要の動向に対応した販売計画により、街並みが

形成されつつあります。今後さらに、大阪府と連携し、早期成熟化

に努めてまいります。 

次に、情報通信基盤の整備について申し上げます。 

国の情報化につきましては、「ｕ－Ｊａｐａｎ」政策におきまして、

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークを利用でき

る、ユビキタスネット社会を実現することとしております。 

このようななか、本市におきましても、市民の皆さんがより親し

みやすく、使いやすいウェブサイトを構築し、利便性の向上に努め

てまいります。 

次に、供給処理システムの充実について申し上げます。 

まず、上水道事業につきましては、将来の水需要を的確に見極め、

安定した水の供給確保を図るため、引き続き、国庫補助事業を活用

し、老朽石綿管を耐震管へ更新するとともに、「配水池等耐震化基本

計画」に基づき、配水池等の耐震化を進め、災害に強い水道施設の

整備を図るとともに、「第二次阪南市水道事業会計経営健全化計画」

に基づき、経営の健全化に努め、将来にわたって安全で良質な水道

水を安定的に供給してまいります。 

なお、水道水の供給につきましては、大阪府が取水と浄水を、本

市が給水を担っておりますが、さらなる水道事業の効率化に向け、
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来年４月を目標に、大阪市を除く市町村で企業団を設立し、大阪府

の水道事業を引き継ぐため、協議を進めてまいります。 

次に、下水道事業につきましては、市民の皆さんに快適な文化的

生活を営んでいただくため、精力的に事業に取り組み、平成２０年

度末における下水道普及率は４４.１％となっております。 

今後も、「第二次阪南市下水道事業特別会計経営健全化計画」に基

づき、経営基盤の強化に取り組みながら、普及率の向上と水洗化の

促進を図ってまいります。 

次に、廃棄物処理システムの構築について申し上げます。 

まず、ごみ処理につきましては、これまで、可燃・不燃および粗

大ごみの収集運搬費の有料化を実施し、ごみの減量化と受益者負担

の適正化、公平化を図ってまいりました。また、容器包装リサイク

ル法に基づく分別収集によるごみ減量化、家電リサイクル法に基づ

く家電の収集および有価物の再商品化の推進に取り組み、市民の皆

さんのご協力により、国の「平成２２年度まで、ごみ処分量２０パ

ーセント減量」という目標に対し、本市におきましては、平成２０

年度に、２５．３パーセントの減量を達成しております。 

今後さらなる減量化・再資源化に取り組むため、資源ごみの回収

につきましては、従前どおり無料で回収を行ってまいります。 

また、万一、市民の方が心室細動を発症されたときに、迅速な対

応ができるよう、本年から、ごみ収集車６台にＡＥＤを搭載したと

ころであり、市民の皆さんの安心・安全な暮らしを支えてまいりま

す。 
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次に、３つ目の柱であります、「楽しく暮らせるまち 豊かな住生

活を支える環境の形成」についてでありますが、豊かな緑や海とい

った自然、地域の伝統文化や歴史的資源を活かしたまちづくり、環

境と共生するまちづくり、さらには、市民の皆さんが誇りと愛着を

持ち楽しく暮らせるまちづくりに取り組んでまいります。 

まず、本市に多数存在します、ため池につきましては、農業用水

の確保と防災上の観点から、池谷池および池谷上池を改修するとと

もに、鳥取ダム内部の監査廊等の適正な管理を行うため、「ため池整

備事業」として、２，０２８万６千円を計上しております。 

また、緑豊かな都市環境の創出につきましては、これまで、阪南

スカイタウン前山緑地や桃の木台展望緑地、飯ノ峯川沿いに飯ノ峯

川緑道が開設され、市民の皆さんが自然と親しめる場や、森林を活

かしたレクリエーション拠点として、広く活用していただいており

ます。 

さらに、まちの里親制度でありますアダプトプログラムにつきま

しては、年々登録団体が増加し、現在、大阪府認証５団体、本市認

証２５団体に登録をいただいているところであり、地域住民の皆さ

んとの適切な役割分担のもと、道路・公園等の緑化および美化活動

の推進と地域に愛される公共施設づくりを進めてまいります。 

次に、火葬場建設事業につきましては、火葬場の老朽化ならびに

旧式設備の維持管理面、環境面での問題解決を図るため、平成１９

年度に基本構想・基本計画を策定したところでありますが、施設耐

震化ならびに環境保全等、多くの課題を抱えていることから、その

整理を図りつつ、建設時期等について早期に検討してまいります。 
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次に、４つ目の柱であります、「心の豊かさを育むまち 生涯にわ

たって自分らしく生きる人を育て文化を育む環境の形成」について

でありますが、生涯にわたり健やかで豊かな心を持ち続けることの

できる教育・文化環境づくりと、一人ひとりの個性を幅広い視点か

ら育て、やさしさとたくましさを併せ持つ、国際的、地球的視野に

立った人材の育成に取り組んでまいります。 

まず、小中学校および幼稚園の整理統合と耐震化等について申し

上げます。 

昨年度、国の補助金、交付金を最大限活用して着手いたしました

鳥取中学校の改築事業につきましては、学校施設の老朽化対策とし

て永年の懸案事項であるとともに、防災面からも重要な拠点であり

ますことから、本年度の完成に向け、全力で取り組んでまいります。 

また、改築に併せて、新校舎等へ学校備品等を配置するため、「鳥

取中学校備品等購入事業」として、２，５００万円を計上しており

ます。 

他の小中学校につきましては、「地震防災対策特別措置法」により、

耐震診断の実施、公表が義務付けられましたことから、耐震診断の

結果をもとに児童生徒の安全確保を最優先におき、今後の児童生徒

数の状況や耐震整備による教育環境の確保の是非、また、整理統合

後の施設活用の方策等、費用対効果を見極めながら、施設の耐震化

を優先させ、併せて、「阪南市小中学校及び幼稚園の整理統合・整備

計画」を踏まえ、順次、整理統合に取り組んでまいります。 

そのため、本年度は、「小・中学校耐震・老朽対策事業」として、

３億４，８４８万円を計上し、児童生徒の安全確保に努めてまいり
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ます。 

また、幼稚園の整理統合につきましては、引き続き、計画の推進

を図ってまいります。 

さらに、学校等の安全は地域で守るという意識の高揚と地域ボラ

ンティア発展の観点から、地域の皆さんのご協力を得ながら、本年

度も引き続き、幼稚園・小学校において有償ボランティアによる受

付要員を配置してまいります。 

次に、幼稚園教育について申し上げます。 

幼児期における教育につきましては、人格形成の基礎を培う重要

性に鑑み、幼児期にふさわしい環境の整備や時代のニーズに応えた

保育内容の充実に一層努めてまいりますとともに、３歳児保育の実

施、ならびにすべての公立幼稚園における子育て相談、未就園児親

子登園、体験入園および預かり保育の実施を継続してまいります。 

次に、小中学校教育について申し上げます。 

学校教育につきましては、生涯にわたり学習する基盤を培う重要

性に鑑み、確かな学力の向上をめざし、昨年度の国による学校ＩＣ

Ｔ環境整備事業で整備しました機器等を効果的に活用し、わかりや

すい授業の展開を進めてまいります。併せて、大阪府の補助金事業

「市町村支援プロジェクト」により、学習指導ツールコンテンツの

効果的な活用や反復学習の取組み、教員研修の充実を通じて授業改

善を図るなど、学力向上に取り組んでまいります。 

また、土曜日の午前中、子どもの安全な活動場所の確保と少子化

対策のため、地域のボランティアの方々のご協力をいただきながら、

小学校施設を活用して、引き続き、スポーツや文化活動等の事業を
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実施してまいります。 

学校図書館の整備につきましては、全小中学校に学校図書館専任

司書を配置し、読書を通じて豊かな人間性を育むため、子どもの読

書環境の充実を、引き続き、図ってまいります。 

また、国際化時代への対応につきましては、各小中学校へ外国青

年英語指導助手（ＡＬＴ）を配置しておりますが、平成２３年度か

ら本格的に導入される小学校外国語活動へ対応するため、「外国青年

英語指導助手活用事業」として、昨年度から配置を１名から２名に

増員しております。 

さらに、誰もが共に学ぶことのできる教育環境整備につきまして

は、「障がい児介助員配置事業」として、医療的ケアを必要とする子

どもが在籍する学校へ看護師を、障がいのある子どもが在籍する学

校園へ介助員を、引き続き、配置してまいります。 

また、地域・家庭・学校の教育力の総合的な活性化を図ることを

目的に、全中学校区に設置されております地域教育協議会（すこや

かネット）を中心に、教育コミュニティづくりを支援するため、国

の「学校支援地域本部事業」を活用するとともに、本年度から、市

独自の「地域教育協議会補助事業」として、２５万円を計上してお

ります。 

また、いじめ・不登校等の未然防止・課題対応や、教育相談、適

応支援、家庭訪問支援等のため、「スクールカウンセラー配置事業」

や「適応指導教室実施事業」を、引き続き、実施してまいります。 

次に、生涯学習および生涯スポーツの振興について申し上げます。 

生涯学習につきましては、「いつでも」「どこでも」「だれでも」「な
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んでも」をスローガンに、「生涯学習推進計画」に基づき、市民の皆

さんが自由に学ぶことができる機会を提供してまいります。 

まず、公民館につきましては、今後も市民の皆さんの身近な学び

と交流の場として、また、地域に根ざした学習活動の拠点として、

慣れ親しんでいただける公民館の運営に努めるとともに、今後にお

ける施設整備のあり方等について、検討してまいります。 

次に、図書館につきましては、祝日の開館や、ウェブサイトによ

る蔵書検索・貸出予約を実施するなど、市民の皆さんの利便性の向

上に努めており、蔵書の充実を図るため、「図書購入費」として、８

２３万３千円を計上しております。 

また、幼少期の読書は、子どもに現実生活では出会えない様々な

体験を与え、心を充足させることから、「阪南市子ども読書活動推進

計画」に沿って、本と仲良くなる子どもが一人でも多く育つ環境整

備を進めてまいります。 

さらに、本年は国民読書年であり、市民ボランティアをさらに募

り、図書館業務に参画していただくなど、市民の皆さんの力が発揮

できる図書館、また、市民の皆さんが暮らしに役立つと実感できる

図書館をめざしてまいります。 

文化センターにつきましては、市民の皆さんに、より質の高い文

化芸術の場を提供できるよう、今後も、指定管理者によるノウハウ

を活かした自主・共催事業等を実施するとともに、利用者の利便性

の向上に努めてまいります。 

また、国の地域グリーンニューディール基金を活用し、「文化セン

ター図書館空調省エネ改修工事」として、３，７２３万２千円、「文
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化センター等ＬＥＤ電球街灯工事」として、１，０１６万４千円を

計上し、施設整備を進めてまいります。 

次に、生涯スポーツの振興につきましては、スポーツに関心を持

つことは健康保持にもつながるという観点から、総合体育館をはじ

めとする社会体育施設に指定管理者制度を導入し、工夫した各教室

の開催や祝日振替による休館を廃止するなど、施設利用の活性化と

ともに、市民サービスの向上に努めているところであり、他の関係

機関とも協力しながら、今後も、「スポーツによる健康なまちづくり」

をめざしてまいります。 

次に、住民センターにつきましては、指定管理者制度により管理

運営を行っており、今後も地域コミュニティ活動の拠点として、よ

り一層、地域の皆さんの利便性の向上に努めてまいります。 

次に、文化財保護について申し上げます。 

文化財につきましては、地域に残る有形・無形の文化財等を地域

の財産として調査・保存・継承するとともに、歴史資料展示室やウ

ェブサイト等により情報発信の充実に努め、併せて、市民ボランテ

ィアと協働して、歴史教室等の文化財啓発活動を行ってまいります。 

次に、国際交流の推進につきましては、市民の皆さんの国際理解・

国際感覚を深めるため、関係団体等と協力し、市民参画型の交流事

業を、引き続き、実施してまいります。 

 

次に、５つ目の柱であります、「多様な産業の育つまち 居住都市

にふさわしい産業構造の形成」についてでありますが、産業の多面

的な展開や居住都市としての特色を活かした新規産業の育成･振興
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等、本市の有する様々な特色を活かしつつ、時代に即応した産業振

興と労働環境の向上に取り組んでまいります。 

まず、農業振興につきましては、遊休農地解消対策として、農業

活性化協議会による、農道の整備、農地の有効利用および担い手の

確保を支援するため、「都市農業及び農空間保全事業」として、１０

０万円を計上しております。 

次に、集客交流産業の振興につきましては、「観光振興対策事業」

として、箱作海水浴場の開設、全日本ビーチバレージュニア男子選

手権の開催、やぐらパレードの後援、また、関係機関等と連携し、

四季を通じて、本市の有する自然や歴史的・文化的資源、特産品等

を情報発信する拠点整備の検討など、観光振興を図ってまいります。 

また、本市は、平成２３年１０月に市制施行２０周年の節目を迎

えるにあたり、新たなまちづくりを展開していく契機とするために

も、その節目の到来を踏まえ、山中渓桜祭りについて、大阪府によ

り推進されている「大阪ミュージアム構想」の特別展として実施す

るなど、「市制施行２０周年記念関連事業」として、１５８万３千円

を計上しております。 

祭り等の地域活動等を通じて、市民の皆さんとともに、本市の節

目を祝う気持ちを共有し、より一層、本市に誇りと愛着をもってい

ただき、地域のふれあいや活性化につなげ、活力と魅力あるまちづ

くりを進めてまいります。 

次に、混迷が続く経済状況のなか、本市の活力あるまちづくりを

推進するためには、地場産業を含む市内商工業の振興が不可欠であ

ります。そのため、大阪府の融資制度を活用するほか、阪南市商工
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会をはじめとする関係機関と連携を図りながら、地域の特色ある製

品や地場産業を「阪南ブランド十四匠」として確立し、昨年度から、

国の「ふるさと雇用再生特別交付金事業」を活用し、ブランド品の

展示、販売、コラボレーションの促進、品目の拡充などに取り組ん

できたところであり、今後さらなる発展・育成を推進していくため、

「阪南ブランド育成事業」として、３５０万円を計上しております。 

なお、阪南スカイタウン特定業務地域への企業誘致につきまして

は、大阪府と連携のもと、企業誘致の促進に努めてきた結果、これ

までに１１社の進出を得ているなかで、「企業誘致促進奨励金交付事

業」として、１，８５０万８千円を計上するとともに、今後も引き

続き、企業等の立地促進を図ってまいります。 

次に、労働環境の向上について申し上げます。 

就職困難者等に対する雇用・就労施策を総合的かつ計画的に推進

し、就職困難者等の雇用・就労を支援していくため、「地域就労支援

事業」として、２６５万３千円を計上しており、特に進路選択支援

相談につきましては、本年度から地域就労相談と併せて開設するこ

とにより、週２日から週５日へと拡充してまいります。 

次に、消費生活の安定・向上について申し上げます。 

消費者の利益を守り、市民の皆さんの消費生活の安定と向上を確

保するため、また、消費者相談事業の充実を図るため、国の「消費

者行政活性化交付金事業」を活用した相談室改修工事費等を含め、

「消費者行政対策事業」として、３５７万８千円を計上しておりま

す。 
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最後に、６つ目の柱であります、「人をおもいやり生かすまち あ

らゆる市民が参画し、公正で開かれた地域社会の形成」につきまし

ては、すべての人々が相互に人権を尊重しあう平等な社会や男女共

同参画社会の実現に向け、市民参画・協働に、より一層、取り組む

とともに、近隣自治体等、他の機関と連携するなど、適切な行政サ

ービスの提供に努めてまいります。 

まず、人権施策の推進について申し上げます。 

２１世紀は、「人権の世紀」といわれ、世界的規模で人権への取組

みが進められております。 

本市におきましても、｢阪南市人権擁護に関する条例｣に基づき、

人権尊重を基調とする差別のない明るいまちづくりを創造するため、

「阪南市人権施策推進基本方針」等により、市民の皆さんや阪南市

人権協会をはじめとする関係団体等と連携・協力して、人権行政を

総合的に推進してまいります。 

なお、人権侵害の早期発見と支援・救済を図っていくため、「人権

相談運営事業」として、２１７万６千円を計上しております。 

次に、男女共同参画社会づくりの推進について申し上げます。 

男女共同参画社会基本法の基本理念を踏まえ、男女の人権が尊重

され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会

を実現するため、「阪南市男女共同参画プラン」を市民、市民団体、

事業所および関係機関との連携により推進し、総合的・計画的に、

性別に関わりなくその個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画

社会の実現をめざします。 

また、配偶者等からの暴力の防止および被害者の支援のため、関
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係各課による情報共有や被害者への支援策の検討を行ってまいりま

す。 

次に、市民参画によるまちづくりの推進につきましては、市民の

皆さんの自発的かつ主体的なまちづくりを支援するため、「地域まち

づくり協議会推進事業」として、１３０万円を計上しております。 

さらに、市民と行政による公共サービスの新たな役割分担が求め

られているなか、「市民協働によるまちづくり」を推進するため、市

民活動に関する情報の一元化や、定期的に市民活動に関心のある市

民が自由に意見交換できる場として、「はんなん井戸端会議」を開催

し、市民公益活動の活性化を図ってまいります。 

次に、広域行政の推進につきましては、現在、ごみ焼却事務、消

防事務、介護認定審査事務および障害者給付認定審査事務を隣接市

町と共同して行い、大阪府後期高齢者医療広域連合を大阪府内全市

町村により設置し、事務を行っているところであり、引き続き、関

係市町村と協議・連携し、効率的な事務の推進に努めてまいります。 

また、本年度から、大阪府の地方分権改革ビジョンに基づき年次

別に権限移譲がなされますが、広域による権限移譲についても検討

してまいります。 

 

なお、本年度から阪南市自治基本条例の理念に基づき、情報公開

と市政への市民参画の推進を図り、市政運営の透明性を向上するた

め、予算編成過程の公表を進めてまいります。 
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次に、歳入確保につきましては、厳しい財政状況のなか、コンビ

ニ収納による納付促進と徴収体制の充実を図り、さらなる市税徴収

の強化に取り組むとともに、より一層、企業誘致や広報誌等の広告

募集に取り組んでまいります。また、国および大阪府からの補助金

等を最大限確保するため、今後とも、関係機関に強く働きかけてま

いります。 
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こうした方針のもとに編成いたしました平成２２年度予算案につ

いて、各会計別に申し上げます。 

 

まず、一般会計につきましては、予算総額は、１５４億１，３０

０万円となり、前年度当初予算と比較して１１．４％増となってお

ります。 

 

次に、国民健康保険特別会計の予算総額は、８１億４，７０３万

３千円となり、前年度比５．０％増となりましたが、主な要因は、

保険給付費の増加によるものであります。 

 

次に、財産区特別会計の予算総額は、１億５，３９９万６千円と

なり、前年度とほぼ同額の予算編成となっております。 

 

次に、老人保健特別会計の予算総額は、１，９９１万６千円とな

り、前年度比６０．９％増となりましたが、主な要因は、前年度繰

越金を当初予算に計上したことによるものであります。 

 

次に、後期高齢者医療特別会計の予算総額は、９億３，３４７万

３千円となり、前年度比４．２％増となりましたが、主な要因は、

医療給付費の増による大阪府後期高齢者医療広域連合への納付金の

増額によるものであります。 
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次に、下水道事業特別会計の予算総額は、１２億９，４５１万６

千円となり、前年度比１３．５％減となりましたが、主な要因は、

下水道事業債にかかる繰上償還額の減少によるものであります。 

 

次に、介護保険特別会計の予算総額は、３０億７，１２３万４千

円となり、前年度比３．９％減となりましたが、主な要因は、グル

ープホーム等の施設整備が進まないことによるものであります。 

 

次に、水道事業会計予算につきましては、収益的収入として、 

１２億９，７０４万１千円を、支出では、１２億９，２８１万７千

円を計上しております。 

また、資本的収支では、配水池等の耐震化に伴い収入として、 

３億６，６９３万８千円を、支出では、６億３，４７６万１千円を

計上しております。 

 

次に、病院事業会計予算につきましては、収益的収入で１５億４

９６万２千円を、支出では１７億５，５０３万８千円を計上し、公

立病院特例債元金償還額の２分の１相当額を一般会計から繰り入れ、

特別利益として、７，１６２万１千円を計上しております。 

また、資本的収入につきましては３億５，０１６万７千円を、支

出では２億５，８２８万円を計上しております。 

一般会計からの繰入金の総額は、収益的収入、資本的収入および

特別利益を合わせ、４億７，８４９万３千円としております。 

今後も、地域の皆さんから信頼され、選ばれる病院として、地域
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の医療機関とも連携を図りながら、より一層の診療体制の充実に取

り組んでまいります。 
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以上、平成２２年度の市政運営の基本方針と主要施策ならびに予

算の大綱について申し述べたところであります。 

 

なお、昨年度から社会経済情勢の変化に対応した、阪南市のまち

づくりの羅針盤となる新たな総合計画の策定に取り組んでおります

が、すでに、関係課職員による「みらいプロジェクトチーム」、市民

の皆さんによる「阪南みらい会議」を設置しており、引き続き、市

民の皆さんの参画を得ながら、全職員が一丸となって、本市の現況

および本市を取り巻く情勢を見定めながら、協働のまちづくりにふ

さわしい、実効性のある計画を策定してまいります。 

 

また、「阪南市自治基本条例」に沿ったまちづくりを着実に実現し、

地域の自立と公共の役割を明確化する仕組みづくりを進めるため、

本年度からの新たな組織・機構のもとに、組織と人の均衡を図り、

限られた財源や人を最大限に活かすことにより、スリムで効率的な

行財政運営を図ってまいります。さらに、情報共有や組織間の協力

体制を強化することにより、地方分権への円滑かつ柔軟な対応を図

るほか、より一層、市民サービスの向上に努めてまいります。 
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最後に、景気低迷の長期化により、本市や市民の皆さんを取り巻

く環境は、より一層厳しさを増す状況にありますが、市民の皆さん

のご信託に応え、尽力することはもとより、市民参画・協働を推進

して、市民の皆さんのお力を発揮していただき、市民に最も身近な

基礎自治体として、地域に密着した行政サービスを提供し、市民の

皆さんの生命や生活を守るべく、市政運営に取り組んでまいりたい

と存じます。 

何とぞ、議員各位ならびに市民の皆さんの格別のご理解とご協力

を賜りますよう、心からお願い申し上げます。 

 

 


